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１　法人の概要

※今後記載
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２　全体的な状況

※今後記載
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●項目別の状況

《中期計画》
　第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

　１　教育に関する目標を達成するための措置
(1) 教育の内容に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア　入学者受入方針・入学者選抜

(ｱ)　学部
　大学及び学部の教育理念を踏まえたアドミッション・ポリシー（入
学者受入れの方針）に基づき、芸術活動への意欲が高く、学士課程の
学修に必要な基礎的知識や表現技術と将来性のある豊かな芸術的感性
を備えた人材を適切に選抜するため、入学者選抜方法の改善を図り、
実施する。

【数値目標①】大学の志願倍率の維持向上　２.３倍/毎年度

【各学部】
・ 大学入学者選抜改革に合わせて、本学の入試を見直し、対応策を検
討し、実施内容を改善する。
・ オープンキャンパス、進学説明会等の入試広報を実施し、志願倍率
の維持向上に努める。
・ 学校推薦型選抜入試の定員及び人数枠や、総合型選抜方式の導入を
含め、適切な定員バランスを反映できる入試制度の再検討を行う。
・ 高大接続につながる取り組みを検討する。
・ アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）について、入学
前に学習しておくことが期待される内容をより具体的に記載する。
【教務学生課】
・ 県内及び県外高校向けに進学相談会を実施するとともに、企業が開
催する進学説明会等に積極的に参加し、入学志願者の確保に努める。

【数値目標①】大学の志願倍率の維持向上　　2.3倍

(ｲ) 大学院
　修士課程においては、各研究科の教育理念を踏まえたアドミッショ
ン・ポリシーに基づき、幅広い教養と専門分野の基礎的な知識及び能
力を備えているとともに、研究に対する強い目的意識と意欲のある学
部卒業生や社会人など多様な人材の受入れを推進する。
　後期博士課程においては、研究科の教育理念を踏まえたアドミッ
ション・ポリシーに基づき、芸術に関する高度な知識を備え、自立し
た研究者となるための意欲と能力と展望を備えている人材の受入れを
推進する。

【数値目標②】大学院の志願倍率の維持向上 １.５倍/毎年度

【造形芸術研究科、音楽芸術研究科】
・ オープンキャンパス、進学説明会等の入試広報を実施し、幅広い分
野からの受け入れを推進して、志願倍率の維持向上に努める。
【芸術文化学研究科】
・ 博士論文等審査基準策定に向けて検討を進める。

【数値目標②】大学院の志願倍率の維持向上　　1.5倍

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(1)　教育に関する目標

ア　教育の内容及び成果に関する目標
沖縄県立芸術大学及び大学院の３つの方針（卒業又は修了の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学者の受入れに関する方針）に基づき、学生が「何を学び、身に付けることができるのか」を
明確にし、学修の成果を学生が実感できる教育を行うことで、美術、工芸、音楽、芸能等の専門的な「学び」の意欲を高めると同時に、芸術的な創造力及び応用力を持ち、人間性が豊かで、地域及び社会に貢献できる人材
を育成する。
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イ 教育課程

(ｱ) 学部
　学士課程の専門教育においては、専門分野の実技や理論を基礎から
高度な内容まで、段階的に履修することを基本として、全学教育とも
連携し、各学部の教育方針の下、カリキュラム・ポリシー（教育課程
編成・実施の方針）に基づき教育課程を編成する。
　全学教育においては、幅広い教養を身につけるとともに、専門分野
の学修と将来の知的活動や職業生活、社会生活においても必要な語学
力、情報処理能力、コミュニケーション能力、論理的思考力等を獲得
できるよう、教育内容の一層の充実を図る。

【各学部、全学教育センター】
・ 教育課程の編成が体系性を有していることを示すカリキュラムマッ
プ、コースツリーの整備を行う。
・ 学習者本位の教育実現のための対話型授業の充実を図る。
・ 現行のカリキュラム（開設科目・開設数・時間割等）の妥当性、有
効性について検証し、適正化を図る。
【音楽学部】
・ 学科再編やカリキュラム改正の点検を行い、開設科目の精選及び時
間割の適正化に取り組む。
【全学教育センター】
ドイツ語学研修及び台湾博物館研修を含めた学外研修について、単位
化に向けた検討及び基礎資料作成を行う。

(ｲ) 大学院
　修士課程においては、学士課程における教育を基礎として、各専門
分野において高度な実践能力及び研究能力を養成し、作家や演奏家、
研究者、芸術教育の専門的指導者となり得る人材を育成するために、
各研究科の教育理念の下、カリキュラム・ポリシーに基づき教育課程
を編成する。また、国内外の芸術系大学との単位互換を含む交流授業
の充実を図る。
　後期博士課程においては、本学の特長を生かし実技と理論との結び
つきを重視する教育課程の一層の充実を図る。

【造形芸術研究科】
・ 工芸分野において、文化財保存修復に関連する授業科目の開設を検
討する。
・ 学術交流協定大学との教育連携の充実を図る。
【音楽芸術研究科】
・ 研究科の教育体制を学部と適切に接続するよう検討する。
【芸術文化学研究科】
・ 現行のカリキュラム及び開設科目・開設数の妥当性、有効性につい
て検証や、学科再編やカリキュラム改正の点検・改善を行い、開設科
目の精選および時間割の適正化に取り組む。

ウ 教育方法

(ｱ) 学部
　学士課程において、カリキュラム・ポリシーに沿って多様な実践的
教育や少人数によるきめ細かな教育を着実に実施するとともに、学生
の学修意欲や理解度の向上につながるよう、学修成果(※1)・教育効果
の把握・可視化(※2)など、教育方法の改善を図る。

【各学部、全学教育センター、各研究科】
・ 全授業科目の配当について、各カリキュラム・ポリシーに沿った適
切性を検証する。
・ 学修成果の可視化、教育効果の把握に資する取組を行う。

(ｲ) 大学院
　各研究科においては、学生個々の研究内容に応じて柔軟に研究指導
体制を組織し、カリキュラム・ポリシーに沿って、学生の個性を尊重
した教育を推進する。
　後期博士課程においては、芸術文化についての幅広い見識を持ち、
自立した研究活動を行うために必要なより高度な能力を獲得できるよ
う、関連領域の複数教員による研究指導体制により学位論文の完成を
目指して徹底した研究指導を行う。
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エ 成績評価

(ｱ) 学部
　大学及び各学部のディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方
針）に則り、公平で透明性のある評価基準により、それぞれの学生の
学修到達度を測定し、厳正な成績評価を行う。

【各学部、全学教育センター】
・ 各授業科目のシラバス等により、大学及び当該学部のディプロマ・
ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）に沿った到達目標と成績評価
基準及び方法の明示を徹底する。
・ 成績評価の客観性、透明性に資するため、ルーブリックの作成を検
討する。
・ 学生支援システムの運用が円滑に行われるよう、成績評価分布や成
績評価平均制度（ＧＰＡ制度）の実施に向けた、科目の選定及び成績
評価基準のあり方を検討し、両学部共通の取り扱いやシステム上の問
題などの諸課題の解決に繋げる。
【教務学生課】
・ 新たな成績評価制度として、令和３年４月入学生から５段階評価を
導入し、同制度の円滑な運用に努める。
・ 令和３年４月導入の新規学生支援システムを活用し、学生への成績
通知を円滑に行う。

(ｲ)　大学院
　各研究科のディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与の方針）に
則り、公平で透明性のある評価基準による厳正な成績評価及び透明
性・客観性のある学位論文等の審査を行う。

・ 各授業科目のシラバス等により、当該研究科のディプロマ・ポリ
シー（修了認定・学位授与の方針）に沿った到達目標と成績評価基準
及び方法の明示を徹底する。
・ 成績評価の客観性、透明性に資するため、ルーブリックの作成を検
討する。

《中期計画》
　第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

　１　教育に関する目標を達成するための措置
(2) 教育の成果に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア 学部
　「新たな芸術創造の可能性を広げ、幅広く芸術分野で活躍できる人
材を育成する」という教育理念の下、文化的素養と国際感覚を身につ
けるための基盤的な教育を行う「全学教育」と、専門分野の実技や理
論を基礎から高度な内容まで段階的に履修する「専門教育」の連携に
よって、「豊かな人間性と社会性を身につける教育」を行うにあた
り、不断に大学及び各学部のディプロマ・ポリシーと学士課程全授業
科目の到達目標との整合を図る。

【数値目標③】学部卒業生の輩出 ９６人/毎年度

【各学部、教務学生課】
・ 大学及び各学部の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）、カリ
キュラムマップ、コースツリー等を検証する。
・ 大学及び学部の目的及び学位授与方針に則した学修成果が得られて
いるかを検証するために、次の調査を行い、結果を分析する。
⑴ 学生の卒業時の調査（毎年度）
⑵ 卒業後一定期間の就業経験等を経た卒業生に対する調査（数年毎）
⑶ 卒業生の就職先等に対する調査（数年毎）

【数値目標③】学部卒業生の輩出　　96人

イ 大学院
　芸術文化に対する深い理解と感性を持ち、創造力豊かで社会におい
て芸術分野の幅広い実践及び研究活動を行う作家、演奏家、研究者、
芸術教育の専門的指導者など高度に専門的な職業を担い得る人材を育
成する。その際、各専門分野の高度な教育としての研究指導及び授業
並びに隣接領域を中心とした関連分野の授業について、各研究科の
ディプロマ・ポリシーとの整合を図る。

【数値目標④】大学院修了生の輩出 ３５人/毎年度

【各研究科、教務学生課】
・ 研究科の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）、カリキュラム
マップ、コースツリー等を検証する。
・ 大学院及び各研究科の目的及び学位授与方針に則した学修成果が得
られているかを検証するために、次の調査を行い、結果を分析する。
⑴ 学生の修了時の調査（毎年度）
⑵ 修了後一定期間の就業経験等を経た修了生に対する調査（数年毎）
⑶ 修了生の就職先等に対する調査（数年毎）

【数値目標④】大学院修了生の輩出　35人
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《中期計画》
第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

１　教育に関する目標を達成するための措置
(3) 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア 適正な教員配置

　授業科目及び研究指導の内容に応じた教育研究業績、実務経験等を
有する教員の採用及び配置を行う。その際、教育の実施体制の持続
性、ダイバーシティ(※3)の観点から、年齢構成、男女比、バックグラ
ウンド等の多様性に配慮する。
　また、各学部及び各研究科においては、学生数及び担当授業数等を
考慮し、人的資源の効果的な活用に資するよう教員組織を編成する。

【大学人事委員会】
・ 教員選考規程、基準等を検証し、人事関係諸規程の見直しを検討す
る。

イ 教育及び教員の質の向上

　教育活動の質の向上を図るため、学生による授業評価を全学で実施
し、その結　果を授業内容及び教育方法等の改善に反映させる。
　また、教員の教育能力向上のため、ＦＤ(※4)・ＳＤ(※5)活動に組
織的に取り組み、研修制度を充実させる。

【数値目標⑤】ＦＤ・ＳＤ研修会の参加率向上
最終年度 １００％

　必要に応じて、教員評価に係る評価項目等の見直しを行い、教員評
価の精度及び客観性を向上させる。

【各学部、各研究科】
・ 全授業において「学生による授業評価アンケート」を実施する。
【全学教育センター】
・ 授業評価アンケート及び履修登録に関するアンケート調査の内容を
検証し、教育に関する自己点検・評価の実施体制を構築することで、
教育の内部質保証へとつなげる。
【教務学生課】
・ 授業評価アンケートについては、令和３年４月導入の新規学生支援
システムを活用して実施することとし、学生がより回答しやすい環境
で行うことにより、回答率向上に繋げる。
【FD委員会・SD推進委員会】
・ 教員の教育能力向上のため、全教員を対象にFD・SD研修を実施す
る。

【数値目標⑤】FD・SD研修会の参加率向上　72.5％

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(1)　教育に関する目標

イ　教育の実施体制等に関する目標
(ア) 在学中のみならず、卒業又は修了した後の学生の成長も見据えた「学び」の質を保証するため、確かな教育能力と研究能力を兼ね備えた教員の確保に努め、教員の適切な配置を行うとともに、教育内容や方法に関する
点検及び評価を実施し、教育の質の保証を図る。
(イ) 大学教育及び芸術分野の研究の進展、時代の変化や社会の要請等を踏まえ、組織的に教育及び教員の質の向上に努めるとともに、学生の学修意欲や教育効果を高めるため、学内施設や教育備品等の計画的な整備と適切
な維持管理により、教育環境の向上を図る。
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ウ 教育環境の整備

　安心・安全な教育環境を確保し、学生の能力向上や教員の教育研究
活動を促進するため、必要な施設や設備、ＩＣＴ環境の整備を図る。
また、当蔵キャンパスから崎山キャンパスへの移動を要する学生の教
育環境の整備及び金城キャンパスの効率的な活用方法を検討する。

【附属図書・芸術資料館、施設整備委員会、総務課】
・ 教育研究活動を展開する上で必要なＩＣＴ環境を附属図書・芸術資
料館等に整備するための検討を行う。ラーニングコモンズの運用を開
始する。
【附属図書・芸術資料館】
・ 館諸規程を検証し、必要に応じて見直し又は整備し、委員会等業務
全般にわたって館運営の改善を推進する。
・ 図書館所蔵個人文庫資料の整理・分類を推進し、活用の促進を図
る。
・ 資料館学芸業務の充実に資するため、博物館クラウドシステムの活
用による所蔵品管理業務の効率化を図り、併せて所蔵品のデータベー
ス化及び情報公開を促進する。
・ 図書館業務全般の管理ができる司書の配置又はこれに類する仕組み
を検討し必要な措置を講ずる。
【教務学生課】
・ 学生の利便性向上のため、当蔵キャンパスと崎山キャンパス間の
シャトルバス運行及びタクシー配車を引き続き実施する。

エ　教学ＩＲ体制の整備

　学生アンケート結果や学生の学修成果に係る教学データの収集・分
析を行うなど、教学マネジメント(※6)を支える基盤的役割を担う教学
ＩＲ(※7)体制の整備を行う。

【評価・ＩＲ室】
・ 内部質保証に係る組織体制の充実に資するため、教学組織、委員会
の取組の基礎となる諸調査の分析を行うＩＲ組織の構築を推進する。
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《中期計画》
第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

１　教育に関する目標を達成するための措置
(4) 学生への支援に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア 学修支援

　学生の学修意欲向上及び大学での学修方法を身につけさせるため、
学生への履修指導、進路相談等の支援体制を強化・拡充する。
　また、履修モデルを充実させるなど、学生の進路や達成目標に沿っ
た履修が十分に行える環境づくりを行う。

【各学部、教務学生課】
・ 教員、事務局員間で情報を共有し、学生への履修指導、進路相談等
について体制を強化し、的確に行う。
【芸術文化学研究科】
・ 学位取得に向けて、研究指導会議を充実させるとともに、学生個々
の研究内容に沿って研究発表会、研究展覧会・演奏会、学位審査展覧
会・演奏会の開催をサポートする。

イ 学生生活支援

　快適な学生生活を実現するため、環境を整備するとともに、学生と
の意思疎通を密にし、学生への生活支援を組織的に行う。

【学生支援室・教務学生課】
・ 学生支援室を整備し、支援が必要な学生の情報を集約するととも
に、サポートを推進する。
・ 学生が心身ともに健康で充実した大学生活を送ることができるよ
う、学生相談、健康相談及び保健相談について、オリエンテーション
や掲示を活用して周知を図り、学生のサポートに努める。
・ 障がい学生に対する合理的配慮について、教職員との連携を密にし
て支援体制を充実させるとともに、教職員を対象とした研修案内や情
報提供を行う。
・ 令和３年４月導入の新規学生支援システムの利用を推進し、快適な
学生生活の実現の一助とする。

ウ 経済的支援

　各種奨学金制度の活用について情報提供を行うとともに、大学独自
の支援策を検討する。

【教務学生課】
・ 大学独自の授業料等減免を引き続き実施するとともに、修学支援新
制度、各種奨学金及び助成等について、随時情報提供を行う。

エ 就職支援

　学生へのきめ細かな就職支援を行うため、企業と連携した説明会を
行うほか、芸術文化の分野に特化、関連した企業や職業にターゲット
を絞った求人開拓を行うなど、進路指導を強化・拡充する。

【数値目標⑥】就職希望者の就職率
　学部卒業生 最終年度 ７７．３％
　大学院修了生 最終年度 ８３．４％

【学部】
・ 全学教育科目の「芸術とキャリアデザインA」「芸術とキャリアデ
ザインB」においてキャリア教育の基礎を学ばせるとともに、同科目に
おいて就職支援アドバイザー及び就職支援コーディネーターとの連携
を図る。
【各学部、造形芸術術研究科、音楽芸術研究科】
・ 専門教育科目の中で芸術分野のキャリア教育を行う。また、各専攻
がキャリア教育に資するための科目を開発する。
・ オリエンテーションや研究室単位で、演奏家など専門的なキャリア
を積んでいくための方法について実践を交えた指導を行い、卒業・修
了後を見据えた人材育成を行う。
【教務学生課】
・ 学生からの就職相談に対応するとともに、企業説明会や就活セミ
ナーなどを開催し、各学生の希望に沿った進路選択を支援する。

【数値目標⑥】就職希望者の就職率
学部卒業生　　７２．３％
大学院修了生　７８．４％

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(1)　教育に関する目標

ウ　学生への支援に関する目標
(ア) 　多様な学生が心身ともに充実した学生生活を送り、意欲的に学修に取り組むことができるよう、学修支援、生活支援等の学生へのきめ細かな支援体制を整備する。
(イ) 　学生が個性や能力を生かし希望した進路に進むことができるよう、キャリア支援を充実させる。
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オ 留学生への支援

　学生の国際的視野を広げ、また海外留学生にも広く門戸を開くた
め、芸術・学術交流協定の締結や交換留学を積極的に推進するととも
に、芸術分野の多様な専門領域・進路に対応した教育プログラムを用
意するなど、学生相互の異文化理解に繋がる、学びやすい環境と支援
体制を整備する。

【国際交流室】
・ 学生の異文化理解と国際感覚の涵養および受入留学生の学生生活の
充実に資するため、留学生への専門分野の教育の提供を通して本学学
生との交流を推進する。

カ 学生相談

　学生が安心して意欲的に学修できるよう、学業や人間関係等、大学
生活を送る上での様々な相談支援を行う。

【学生支援室、教務学生課、総務課】
・ 学生が心身ともに健康で充実した大学生活を送ることができるよ
う、学生相談、健康相談及び保健相談について、オリエンテーション
や掲示を活用して周知を図り、学生のサポートに努める。　※再掲:1-
1-(4)-ｲ
・ 障がい学生に対する合理的配慮について、教職員との連携を密にし
て支援体制を充実させるとともに、教職員を対象とした研修案内や情
報提供を行う。　※再掲:1-1-(4)-ｲ
・ ＩＣＴ（新規学生支援システムの活用を含む。）を活用した学生へ
の通知等の情報共有方法について検討を行う。
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《中期計画》
第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

２　研究に関する目標を達成するための措置
(1)　研究水準及び研究成果に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア　研究の方向性

　沖縄固有の風土によって培われた個性的な芸術文化を継承するとと
もに、自由で多様な研究の推進を通して、多様な芸術文化の実態と地
域文化伝統の個性との関わりを明らかにし、新しい芸術文化の可能性
を追究する。

【各学部、芸術文化研究所】
・ 建学の理念に基づき、中期計画に紐づいた研究を組織的に推進、展
開する。

イ　研究水準の向上

　教員の研究者としての能力を高めることにより、社会的に評価され
る研究水準の維持向上を図る。また、より高度な学術研究を行うた
め、外部資金など様々な資源を活用し、本学の研究水準の向上を図
る。

【数値目標⑦】外部研究資金の導入
　外部研究資金の応募率　最終年度　19.2％
　外部研究資金の導入件数　１２件/毎年度

【各学部】
・ 研究支援資金等を活用し、社会的課題、要請等に応える、専攻分野
を超えたプロジェクト型の研究を推進する。
【芸術文化研究所】
・ 鎌倉芳太郎資料集の索引作成に向けて作業を進め、継続して予算申
請を行う。また、平行して外部資金獲得の働きかけを行う。（目標
値：予算申請１件、外部資金申請１件）
・ 共同研究員の研究発表会を企画する。
・ 「島嶼学(伝統芸能の調査、組踊等の研究、伝統的染織技術の復
元)」研究の今後の進め方について、対象地域、研究方法等の点で議論
を進めていき、それぞれの研究室において、調査・研究を行う。

【数値目標⑦】外部研究資金の導入
外部研究資金の応募率　14.2％
外部研究資金の導入件数　12件/年

ウ  研究成果の国内外への発信

　教員及び大学の研究成果を、大学HP、刊行物等の媒体を通して積極
的に公表する。また、展覧会、演奏会、公開講座、移動大学等の実施
により、研究成果を広く国内外に向けて発信するとともに、自治体や
地域の文化・芸能団体等とのネットワークを構築する。
　

【各学部】
・ 建学の理念に基づき、中期計画に紐づいた組織的な研究の成果を社
会に対して発信する。
・ インターネット上での配信を含め、展覧会、演奏会等の学外公開を
推進する。
【芸術文化研究所】
・ 第9回・第10回「しまくとぅば講演会」を実施する。
・ 首里ことばで行われる琉球芸能の実践教育を記録、公表する。
・ 「沖縄芸術の科学」を刊行し、共同研究員・教員の論文を掲載す
る。
・ 文化講座・公開講座・移動大学を実施し、本学の研究成果及び高等
教育における芸術文化の魅力を発信する。

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(2)　研究に関する目標

ア　研究水準及び研究成果に関する目標
(ア) 沖縄固有の風土によって培われた個性的な芸術文化を継承しつつ、自由で多様な研究の推進を通して、新しい芸術文化の可能性を追究する。
(イ) その研究成果を国内外に広く発信することで、芸術文化の振興及び発展に寄与する。
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《中期計画》
第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

２　研究に関する目標を達成するための措置
(2)　研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア　研究者等の配置

　研究水準の向上及び研究成果の活用促進を図るため、研究力の高い
教員等を配置する。

【大学人事委員会】
・ 教員選考基準等を検証し、必要な見直しを検討する。
【芸術文化研究所】
・ 優れた国内研究者等を客員・共同研究員として受け入れる。

イ　研究の実施体制

　教員の研究活動を促進するとともに、研究成果が地域や社会に還元
される研究支援体制を整備する。

【自己点検・評価委員会、研究推進委員会】
・ 教員の業務バランスを検証し、研究時間の確保に資するための方策
を検討する。
・ 教育研究支援資金の確保を図る。

ウ　研究費の配分

　専門領域を越えた教員及び組織間連携により、本学ならではのユ
ニークな研究を推進するなど、研究水準の向上を図るため、教育研究
支援資金について公正で透明性の高い方法により配分を行う。

【研究推進委員会、総務課】
・ 教育研究支援資金事業を着実に実施する。
・ 教員、大学院生、学部生、共同研究員、他研究機関に所属する科研
分担者へ不正防止計画に基づく研修を受講させる。
【総務課】
・ 不正防止計画２－（１）－エに基づく監査を実施する。

エ　研究環境の整備

　研究活動の活性化と効率化を図るため、ソフト及びハード両面にお
ける研究環境の整備に努める。

【施設整備委員会】
・ ICT環境の整備強化、成果のアーカイブ化推進

オ　研究の質の向上

　研究の質の向上のため、研究計画書に基づいた研究の推進と研究成
果及び成果の教育への反映について、その事後検証に取り組む。

【自己点検・評価委員会】
・ 教員の研究の教育への反映状況について、調査・分析・評価する仕
組みを検討する。

カ　知的財産の創出・管理

　企業や試験研究機関等との共同研究を積極的に進め、その研究成果
の知的財産化及び運用を通じて、受託研究や共同研究を増加させ、研
究の活性化及び社会貢献を目指す。

【研究科、総務課】
・ 知財に関する学内講習会の開催
・ 流通企業等との連携によるマーケットリサーチの実施

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(2)　研究に関する目標

イ　研究の実施体制等に関する目標
(ア)　教員の研究活動の活性化及び効率化を図るため、各専門領域及び各組織の間で連携して行う研究を推進するとともに、研究支援体制の充実を図り、研究環境の整備に努める。
(イ)　教育及び研究を一体不可分のものとして実施するため、研究の成果を教育に反映させるよう研究の質の向上を図るとともに、学長となる理事長のリーダーシップの下で、適切な予算配分を行う。
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《中期計画》
第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

３　社会貢献等に関する目標を達成するための措置
(1)　社会貢献に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア　地域の高等教育機関としての役割

　地域社会に対して質の高い教育機会を提供し、地域文化を担う人材
の供給に努めるとともに、社会人のキャリアアップに必要な専門的な
知識や技術を習得するプログラムや、本学の教育研究分野におけるリ
カレント教育を拡充し、地域の生涯学習機会の拠点機能の充実を図
る。

【社会連携センター、各研究科】
・ 科目等履修生制度の拡充や社会人向け履修プログラムの検討

イ　地域及び社会への貢献

　大学の教育研究の成果を地域に生かすため、各組織の取組情報を社
会連携センターに一元化し、蓄積された芸術的資産、能力を機動的に
地域及び社会に還元し、地域の活性化に積極的に取り組む。

【数値目標⑧】公開講座、公開授業、移動大学等開催数
　最終年度　３８件/年
【数値目標⑨】展覧会、演奏会、定期公演等開催数
　６３件/毎年度
【数値目標⑩】自治体、地域、企業等との連携事業数
　３８件/毎年度

【美術工芸学部、造形芸術研究科】
・ 本学の教育研究の成果を地域に生かすため、社会連携・貢献活動を推進す
る。また、諸団体等との連携により、地域社会とのネットワークを構築す
る。
⑴ 比較芸術学専攻「アート・レクチャー」
⑵ キャンプ・タルガニーとの連携事業
⑶ 地域のニーズに応じた特産品開発の授業
⑷ デパートリウボウとの連携事業　等
【音楽学部、音楽芸術研究科】
・ 県内主要ホール・劇場と、音楽学部との連携を強化し、教育研究成果を社
会へ還元する取り組みを推進する。
【芸術文化学研究科】
・ 博士論文の公開を進め、大学リポジトリの構築にも協力していく。
【芸術文化研究所】
・ 文化講座・公開講座・移動大学の実施により、一般県民に教育研究成果を
還元する。
・ 「移動大学in伊平屋島」において、本学の芸術・文化講義を通した児童生
徒（及び島民）の本学教職員及び学生との交流体験により、地域の伝統芸術
振興を促進する。
・ 通年６コマの琉球芸能実技講義によるしまくとぅば教育の実践により、し
まくとぅば教育普及に資する。
【社会連携センター、総務課】
・ 学内の社会連携活動について、ホームページ上で情報発信する。また、情
報集約について工夫が必要であるため、方法について改めて検討する。

【数値目標⑧】公開講座、公開授業、移動大学等開催数
  35件/年
【数値目標⑨】展覧会、演奏会、定期公演等開催数
  63件/年
【数値目標⑩】自治体、地域、企業等との連携事業数
  38件/年

ウ　産学官の連携

　大学の教育研究の成果を地域及び社会に還元するため、各組織の取
組情報を社会連携センターに一元化し、地域の産業界等との連携を推
進するとともに、学内資源を有効に活用し、双方にとって有用な連携
体制のモデルケースの構築に取り組む。

【数値目標⑩】自治体、地域、企業等との連携事業数
　３８件/毎年度（再掲）

【社会連携センター】
・ 「社会連携室」の組織横断的なセンター化により、学内資源を集約
し、地域社会への貢献を推進する。

【数値目標⑩】自治体、地域、企業等との連携事業数
  38件/年（再掲）

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(3)　社会貢献等に関する目標

ア　社会貢献に関する目標
(ア)　地域文化を担う人材の育成やリカレント教育を積極的に進めるとともに、展覧会や演奏会、発表会等を通して、蓄積された芸術的資産及び能力を地域及び社会に還元する。
(イ)　大学に対する社会の期待や多様なニーズに対応するため、産学官連携や大学間の連携を強化し、芸術文化振興の課題解決に向けた取組を推進することで、地域及び社会に貢献する。
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エ　大学間の連携

　一般社団法人大学コンソーシアム沖縄(※8)や県内公立大学（名桜大
学、県立看護大学）との連携による公開講座や合同研修を開催し、ま
た県外他大学等との連携を強化するなど、連携大学が有する資源を有
効活用することで、協働して地域及び社会への貢献を推進する。

【造形芸術研究科】
・ 沖縄科学技術大学院大学と連携し、「CYCLE 展 〜創造するエネル
ギー〜大学院造形芸術研究科展 at OIST」を実施する。
【総務課】
・ 三大学運営事務合同研修会に参加することで事務局ネットワークの
拡大他大学事務局との連携を図る。
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《中期計画》
第１　教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

３　社会貢献等に関する目標を達成するための措置
(2)　国際交流等に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア　海外の大学との連携

　海外の大学の調査を実施し、教育・学術交流を展開するため国際交
流を推進する。また、姉妹校との連携を強化し、教育研究の質の向上
へと繋げる。

【各学部、造形芸術研究科】
・　姉妹校を含む海外の大学との国際交流の推進
(1) プロジェクト「版と言葉ー版画集による国際交流」を実施する。
(2) 国際交流展「彫刻の五七五—HAIKU Sculpture 2021」及び国際シン
ポジウム「NTUA 2021 International Conference of Contemporary
Sculpture（仮）」を実施する。
(3) 韓国の研究者との交流事業を実施する。
(4) 姉妹校からの留学生受け入れ及び姉妹校への留学生派遣を促進す
る。
(5) 県費留学生の受け入れ
【音楽学部、音楽芸術研究科】
・ 国際交流事業により多くの教員が携われるよう、研修会を開催す
る。
・ 令和３年度国際交流事業を実施する。
【各学部・研究科、国際交流室、国際交流委員会】
・ 留学生の受入れ・派遣について、協定校と連携し、短期留学制度な
ど学生の希望に配慮した留学プログラムの開発を検討する。

イ　留学生への支援

　姉妹校への派遣など、学生が海外留学を通して学び成長する機会を
提供し、海外留学や国際的な芸術活動の支援を実施する。また、留学
生受入制度においても、学外機関と協力して支援体制の強化を図る。

【中期目標】
１　教育研究等の質の向上に関する目標
(3)　社会貢献等に関する目標

イ　国際交流等に関する目標
(ア)　沖縄の地理的特性をもとに、太平洋文化圏における多様な芸術文化の実態と、地域文化伝統の個性との関わりを明らかにするため、アジア地域における芸術文化の研究をはじめ、芸術教育の国際交流を推進する。
(イ)　国際的視野に立った芸術家及び研究者を育成するため、海外の大学、研究機関等との連携によりネットワーク基盤の強化を図り、学生の派遣や留学生の受入れ、共同研究等を推進する。
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《中期計画》
第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
(1)　学長となる理事長を中心とする運営体制の構築

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

ア　学長となる理事長のトップマネジメントにより、公立大学法人化
したメリットを十分に発揮し、学内資源を有効に活用した戦略的で機
動的な法人運営を行う。

【学長室、総務課】
・ ＩＲ機能を実質化させるための方策の検討
・ 学内各種取組のデータ蓄積、分析
・ 外部監査の検討
・ 適切な予算管理（迅速な業務実績把握による予算実績管理と業務予
想策定による予算の適時修正）

イ　法人の業務運営の適正化及び透明性を確保するため、監事による
監査のほか、外部監査の実施についても検討を行う。

ウ　大学ＩＲ(※７)（大学経営を支える調査・分析機能）の実施体制
を整え、学長となる理事長に適切な情報を提供する。

《中期計画》
第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
(2)　戦略的な予算等の配分

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

　中期目標の達成に向け、効果的かつ効率的な経費配分を行う。ま
た、経費の原資を確保するため、経営努力により財源の確保を図る。

《中期計画》
第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

２　教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

　建学の理念に基づき教育研究活動を適切に展開するため、必要に応
じて教育研究組織の見直しを検討し、実施する。

【音楽学部、音楽芸術研究科】
・ H28学科再編に係る検証と分析の諸計画への反映
・ 音楽文化専攻の大学院修士課程への接続の検討

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(1)　業務運営の改善及び効率化に関する目標

ア　運営体制の改善に関する目標
(ア)　学長となる理事長のトップマネジメントにより、法人全体の視点に立った迅速な意思決定を行うことのできる運営体制を構築するとともに、効果的かつ効率的な予算等の配分を行い、役員等に学外の有識者等を登用
することで、戦略的で機動的な業務運営を行う。
(イ)　業務運営の適正化及び透明性を確保するため、外部有識者等の意見を踏まえて、業務の点検及び見直しを行うことにより、業務運営の改善及び効率化を図る。

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(1)　業務運営の改善及び効率化に関する目標

イ　教育研究組織の見直しに関する目標
公立大学法人としての責務を踏まえた上で、社会情勢の変化や地域のニーズを的確に見極め、大学の強みや特色を最大限に生かした教育研究を展開するため、必要に応じて教育研究組織の見直しを行う。
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《中期計画》
第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

(1) 人事制度

　学長となる理事長のトップマネジメントにより、大学運営の質の向
上と活性化に向け、人事諸制度の適切な運用に努める。
また、教員の任期制の導入を検討する。

【大学人事委員会】
・ 教員人事諸規程の見直し

(2)　評価制度

人事評価制度により、教職員の能力、業績を適切に評価し、その結果
を人事、給与等に反映させる。

【学長室、総務課】
・ 人事評価制度の検証と見直し

《中期計画》
第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置
４　事務等の効率化及び合理化に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

(1)　事務組織の見直し

　大学業務に精通した専門性の高い職員を採用するため、採用方法、
キャリアパスなどを検討する。
　また、職員の能力向上のため、他大学や、一般財団法人公立大学協
会等への研修派遣のための財源確保に努める。

【総務課】
・ 早期の法人専従職員採用の検討
・ 事務局職員の研修

(2)　事務の効率化

ア　事務処理を効率的に行うため、システムから必要な情報が得られ
るよう情報更新を綿密に行い、その作業をマニュアル化するなど継続
的な取り組みを行う。

【事務局、各学部・研究科、研究所】
・ 事務局業務及び助手、教育補助・技術専門員、TA等教育支援業務の
マニュアルを組織的に検証・検討・作成する。
【総務課、各学部】
・ 各種委員会の統廃合のほか、委員会業務のスクラップアンドビルド
を検討する。

イ　事務処理を効率的に行うため、他大学の事例も参考に本学の実態
を検証し、中長期的な視点で外部委託化等を検討し、必要に応じて実
施を図る。

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(1)　業務運営の改善及び効率化に関する目標

ウ　人事の適正化に関する目標
(ア)　法人の自主的、自律的かつ効率的な大学運営により、教育研究活動や社会貢献を推進するため、教職員の意欲及び資質の向上につながる柔軟な人事制度を構築する。
(イ)　大学の教育研究の活性化を図る観点から、教職員の採用基準や評価基準等を定め適切に運用するとともに、優れた人材の確保に努める。

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(1)　業務運営の改善及び効率化に関する目標

エ　事務等の効率化及び合理化に関する目標
事務組織の機能向上と事務処理の効率化及び合理化を図るため、定期的な点検を実施し、必要に応じて、組織や業務の見直しを行うほか、業務の外部委託の検討等を含め、事務手続の集約化及び簡素化を図るとともに、大
学業務に精通した専門性の高い職員の育成を図る。
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《中期計画》
第３　財務内容の改善に関する目標を達成するための措置

１　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するた
めの措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

(1)　外部研究資金の導入

　外部研究資金の導入のため、採択された経験のある教員等を講師と
した研修会を継続的に開催する。

【数値目標⑦】外部研究資金の導入
　外部研究資金の応募率　最終年度　19.2％
　外部研究資金の導入件数　１２件/毎年度　（再掲）

【研究推進委員会】
・ 研修会の継続と若手教員の参加者増を図る。
【芸術文化研究所】
・ 他大学出身のPD研究員の受け入れに関する検討を進める。

【数値目標⑦】外部研究資金の導入
外部研究資金の応募率　14.2％
外部研究資金の導入件数　12件/年（再掲）

(2)　自己収入の確保

　自己収入を確保し、大学の経営力の強化を図るため、新たな収入源
の拡充を検討する。

【総務課】
・ 収入未済の解消及び授業料等収入の期限内徴収

《中期計画》
第３　財務内容の改善に関する目標を達成するための措置

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

　予算の効率的な執行や業務の簡素化・合理化・契約方法の見直しな
どにより、経費の節減に努める。

【総務課】
・ 透明性のある予算管理と効率的かつ弾力的な予算執行

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(2)　財務内容の改善に関する目標

ア　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標
経営の安定化及び自由で独創的な教育研究環境の充実を図るため、科学研究費補助金等の外部研究資金の獲得に組織的に取り組むとともに、収入源の見直しや新たな収入源の確保を図る。

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(2)　財務内容の改善に関する目標

イ　経費の効率化に関する目標
大学における教育研究に配慮しつつ、組織運営の効率化等を図るため、役員及び教職員がコスト意識を持ち、予算の効率的な執行や業務の簡素化及び合理化、契約方法の見直し等の業務改善を行うとともに、適正な人員配
置等により、経費の節減に努める。
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《中期計画》
第３　財務内容の改善に関する目標を達成するための措置

３　資産の適正な運用管理に関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

　資金や保有資産の状況を常に把握し、適正な資産運用管理を行う体
制を整備し、法人資産の効果的・効率的活用を図る

《中期計画》
第４　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検
及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めの措置
１　自ら行う点検及び評価の充実に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

　大学の教育研究活動の質や学生の学修成果の水準等を継続的に保証
するため、法令に基づき、大学の教育及び研究並びに組織及び運営の
状況について自ら点検及び評価を行うとともに、外部からの点検及び
評価を受ける。また、その結果を公表する。
　点検及び評価の結果は、年度計画の取り組みに反映させ、教育研究
及び大学運営の改善へと繋げる。

【自己点検・評価委員会】
・ 部局等自己点検評価及び改善の確実な実施

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(2)　財務内容の改善に関する目標

ウ　資産の適正な運用管理に関する目標
法人の健全な運営を確保するため、保有資産を適正に管理し、及び運用する体制を整備するとともに、長期的かつ経営的視点に立った資産の効果的かつ効率的な活用を図る。

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(3)　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標

ア　自ら行う点検及び評価の充実に関する目標
(ア)　大学の教育研究活動の質や学生の学修成果の水準等を継続的に保証するため、自ら行う点検及び評価を定期的に行うとともに、外部からの点検及び評価を行う。
(イ)　教育研究、法人運営等、業務運営全般にわたって透明性を確保するため、その評価結果を公表するとともに、教育研究及び大学運営の改善に反映させる。
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《中期計画》
第４　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検
及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めの措置
２　情報公開の推進等に関する目標を達成するための措置

R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

(1)　学修成果を可視化し、大学の質の向上に係る情報公開を推進し、
情報を発信することで、学生や県民に対する説明責任を果たす。
(2)　情報の公開にあたっては、個人情報の保護に努める。
(3)　戦略的な広報活動を展開し、大学のブランド力の向上を図る。

【数値目標⑪】大学のホームページ等のアクセス数の維持向上
　最終年度　１４０，２００件/年

【各学部】
・ 各専攻において、教育研究、社会貢献等の情報を、専攻ホームペー
ジやSNSを活用して、積極的に発信する。
・ 魅力的な展覧会、演奏会等の企画を立案し、広報を通じ積極的に社
会へ発信することにより大学のブランド力の向上を図る。
【広報委員会、総務課】
・ ホームページ情報の更新等の管理・運用を適切に行い、内容充実に
努める。

【数値目標⑪】大学のホームページ等のアクセス数の維持向上
120,900件/年

《中期計画》
第５　その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置

１　施設設備の整備及び活用等に関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

(1)　大学施設の維持管理
　施設の老朽化により、教育研究に影響が生じないよう、適切な人員
配置や中長期的な視点に立った施設マネジメントを実施する。（令和
２年度、沖縄県立芸術大学個別施設計画を策定。）

(2)　将来のキャンパス構想の検討
　開学当時に建設された建物は耐用年数47年のうち、30年以上経過し
ているものもある。建物の老朽化の度合い、建替えの必要性等を勘案
し、適切な時期に本学の将来的なキャンパス構想の検討を始める。

【総務課、施設整備委員会】
・ 「沖縄県立芸術大学個別施設計画（令和２年度策定）」に沿って適
切に施設マネジメントを実施する。
・ 施設老朽化対策及び長寿命化計画の検討

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(3)　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標

イ　情報公開の推進等に関する目標
法人の運営状況の透明性を確保し、説明責任を果たすため、法人の組織運営や大学の教育研究、社会貢献等の情報を積極的に発信するとともに、大学のブランド力の向上のための戦略的な広報活動を展開する。

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(4)　その他業務運営に関する重要目標

イ　安全管理等に関する目標
安全衛生管理体制を構築することにより、学生及び教職員が安全に安心して教育研究に取り組むことができる環境及び教職員が安全に安心して働くことができる環境を確保するとともに、災害、事故、犯罪等に対して迅速
かつ適切に対応するための体制を構築する。
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《中期計画》
第５　その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置

２　安全管理等に関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

(1)　学生及び教職員の安全・安心な教育研究環境及び労働環境の確保

　全ての学生及び教職員が安全で安心して学び、働ける環境を確保す
るため、全学的な安全管理体制を強化する。

【衛生委員会、総務課】
・ 大学全構成員の健康診断、ストレスチェックの確実な受検、職場一
斉点検の実施
・ 適正な勤怠管理による教職員の勤務実態把握と過剰労働防止及び健
康維持管理
【教務学生課】
・ 令和３年４月導入の新規学生支援システムを活用し、学生に係る災
害等に関する通知及び安否確認に関する体制を整理し、災害等発生時
の安全管理体制を強化する。

(2)　災害、事故、犯罪等に対する体制整備

　災害等の不測の事態に備え、初動体制を確認するための各種訓練を
実施するほか、危機管理体制について点検・検証を行い、体制の充
実・強化を図る。

【危機管理室、総務課】
・ 危機管理室の設置
・ 各キャンパスへの防火管理者配置と消防訓練（避難訓練）の確実な
実施

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(4)　その他業務運営に関する重要目標

イ　安全管理等に関する目標
安全衛生管理体制を構築することにより、学生及び教職員が安全に安心して教育研究に取り組むことができる環境及び教職員が安全に安心して働くことができる環境を確保するとともに、災害、事故、犯罪等に対して迅速
かつ適切に対応するための体制を構築する。
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《中期計画》
第５　その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置

３　法令遵守及び人権の尊重に関する目標を達成するための措置
R●　年度計画 R●　年度計画の実施状況等

R●
自己
評価
記号

　関係法令等の遵守、情報セキュリティに対する意識向上及びハラス
メント等の人権侵害の防止について、採用時や毎年度の研修等を通じ
て教職員の意識の維持・向上を図る。
　また、ハラスメント等の人権侵害を防止するため、全学一体となっ
た体制整備を図る。

【総務課】
・ 教員、大学院生、学部生、共同研究員、他研究機関に所属する科研
分担者へ不正防止計画に基づく研修を受講させる。
・ 不正防止計画２－（１）－エに基づく監査を実施する。
【ハラスメント防止対策委員会】
・ ハラスメント防止及び啓発のため、全教職員を対象にハラスメント
防止・対策研修を実施する。
・ 大学内におけるハラスメントの実態把握及び大学の教育環境の改善
に役立てるため、ハラスメントアンケートを実施する。

《中期計画》
第６　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

R●　年度計画

※財務諸表及び決算報告書を参照

《中期計画》
第７　短期借入金の限度額
１　短期借入金の限度額

R●　年度計画

　５億円

《中期計画》
第７　短期借入金の限度額

２　想定される理由
R●　年度計画

　運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により、緊急に必要とな
る対策費として借り入れることが想定される。

《中期計画》
第８　出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが

見込まれる財産の処分に関する計画
R●　年度計画

予定なし

《中期計画》
第９　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

R●　年度計画

予定なし

【中期目標】
２　法人運営に関する目標
(4)　その他業務運営に関する重要目標

ウ　法令遵守及び人権の尊重に関する目標
(ア)　適正な業務運営を行うため、関係法令等の遵守の徹底及び情報セキュリティ体制の充実を図る。
(イ)　ハラスメント等の人権侵害を防止するため、全学一体となった体制整備を図るとともに、研修会等を通じて人権尊重に対する役員、教職員及び学生の意識向上を図る。

実績

実績

実績

実績

実績
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《中期計画》
第10　剰余金の使途

R●　年度計画

　決算において剰余金が発生した場合は、使途を把握し、教育研究の
質の向上及び組織運営の改善に充てる

《中期計画》
第11　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項
１　施設及び設備に関する計画

R●　年度計画

注）中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施
設・設備の整備や老朽化度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追
加されることもある。
注）所要額については、各事業年度の予算編成過程等において決定さ
れる。

《中期計画》
第11　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

２　人事に関する計画
R●　年度計画

 教育研究機能をはじめとする大学の諸機能の充実と活性化及び法人運
営の効率化を進めるための人事制度を運用する。
 中期目標を達成するための措置に掲げる人事諸制度の事項について、
着実に取り組む。

《中期計画》
第11　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

３　中期目標の期間を超える債務負担
R●　年度計画

　該当なし

《中期計画》
第11　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

４　積立金の使途（地方独立行政法人法第40条第４項の承認を受けた
金額の使途）

R●　年度計画

実績

実績

実績

実績

実績

内  容 財  源

沖 縄 県立 芸術
大 学 個別 施設
計 画 で予 定さ
れ て いる 修繕
等 、 中期 計画
の 達 成に 必要
な 施 設・ 設備
の 整 備、 経年
劣 化 が著 しく
緊 急 対応 が必
要 な 施設 ・設
備の改修等

一般運営費交
付 金 （ 修 繕
費）、施設整
備費補助金及
び剰余金
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　該当なし
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《中期計画》
第11　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

５　その他法人の業務運営に関し必要な事項
R●　年度計画

　該当なし

（別紙）
１．予算（人件費の見積りを含む。）

令和３年度～令和８年度　予算

中期目標期間中総額7,155百万円を支出する。（退職手当を除く。）
注）退職手当については、公立大学法人沖縄県立芸術大学職員の退職
手当に関する規程に基づいて支給することとするが、特定運営費交付
金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程におい
て算定される。

【運営費交付金等の算定方法】
○一般運営費交付金
大学の運営に係る標準的な経費から、見込まれる収入を差し引くこと
により算定する。各事業年度の額は、各事業年度における沖縄県の予
算編成過程において決定される。
　　○施設整備費補助金
法人が所有する施設の整備、大規模改修等に要する経費について、毎
年度所要額の算定を行う。各事業年度の額は、各事業年度における沖
縄県の予算編成過程において決定される。
　　○特定運営費交付金
施設整備費補助金以外の臨時的な特定の目的に充てる経費の所要額に
ついて、毎年度所要額の算定を行う。各事業年度の額は、各事業年度
における沖縄県の予算編成過程において決定される。

実績

１．予算

区　分 金　額

収入
　運営費交付金 1,361
　授業料等収入 271
　受託研究費等収入 0
　補助金等収入 23
　施設費収入 201
　その他収入 22

計 1,878
支出

　教育研究経費 161
　受託研究等経費 0
　補助金事業費 23
　施設費支出 201
　人件費 1,240
　一般管理費 253

計 1,878

令和３年度　予算
（単位：百万円）

区　分 金　額

収入

　運営費交付金 7,853
　授業料等収入 1,626
　受託研究費等収入 0
　補助金等収入 138
　施設費収入 1,067
　その他収入 132

　　　　　　　　　　計 10,816

支出
　教育研究経費 966
　受託研究等経費 0
　補助金事業費 138

　施設費支出 1,067

　人件費 7,155

　一般管理費 1,490

計 10,816

〔人件費の見積り〕

（単位：百万円）
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２　収支計画
令和３年度～令和８年度　収支計画

区　分 金　額

費用の部 9,884
　経常費用 9,849
　　業務費 8,203
　　　教育研究経費 910
　　　受託研究等経費 0
　　　補助金事業費 138

人件費 7,155

　　一般管理費 1,490
　　減価償却費 156
臨時損失 35

収入の部 9,884
　経常収益 9,849
　　運営費交付金収益 7,797
　　授業料等収益 1,626
　　受託研究等収益 0
　　補助金等収益 138
　　雑益 132
資産見返運営費交付金等戻入

資産見返物品受贈額戻入 26
　臨時利益

130
35

純利益 －
総利益 －

（単位：百万円）

２　収支計画

区　分 金　額

費用の部 1,750

　経常費用 1,715
　　業務費 1,416
　　　教育研究経費 153
　　　受託研究等経費 0
　　　補助金事業費 23
人件費 1,240
　　一般管理費 253
　　減価償却費 46
臨時損失 35

収入の部 1,750
　経常収益 1,715
　　運営費交付金収益 1,353
　　授業料等収益 271
　　受託研究等収益 0
　　補助金等収益 23
　　雑益 22
資産見返運営費交付金等戻入

資産見返物品受贈額戻入 1
　臨時利益

45
35

純利益 －
総利益 －

令和３年度　収支計画

（単位：百万円）
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３．資金計画
３．資金計画

区　分 金　額

資金支出 1,878
　業務活動による支出 1,669
　投資活動による支出 209
　財務活動による支出 －

次期中期目標期間への繰越金 －

資金収入 1,878
　業務活動による収入 1,669
　　運営費交付金による収入 1,353
　　授業料等による収入 271
　　受託研究等による収入 0
　　補助金等による収入 23
その他の収入 22
　投資活動による収入 209
　財務活動による収入 －

令和３年度　資金計画

（単位：百万円）

区　分 金　額

資金支出 10,816
　業務活動による支出 9,693
　投資活動による支出 1,123
　財務活動による支出 －
次期中期目標期間への －

資金収入 10,816
　業務活動による収入 9,693
　　運営費交付金によ 7,797
　　授業料等による収 1,626
　　受託研究等による 0
　　補助金等による収 138
その他の収入 132
　投資活動による収入 1,123
　財務活動による収入 －

令和３年度～令和８年度　資金計画

（単位：百万円）
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（用語解説）

※２　学修成果・教育効果の把握・可視化：ディプロマ・ポリシーに定められた学修目標の達成状況に関する情報を入手し、その意味・内容を理解すること（把握）、かつ第三者から見ても理解できる形で表現すること（可視化）。

※３　ダイバーシティ：多様性。経営・人事等の話題において「雇用する人材の《多様性》を確保する」という概念や指針を指す意味で用いられる。

※４　FD：Faculty Developmentの略。教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総称。

※５　SD：Staff Developmentの略。教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教職員に必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための取組の総称。

※６　教学マネジメント：大学がその教育目的を達成するために行う管理運営。学長のリーダーシップの下で、「三つの方針」に基づく体系的で組織的な教育を展開し、その成果を学位を与える課程（プログラム）共通の
考え方や尺度に則って点検・評価を行うという、教育及び学修の質の向上に向けた不断の改善に取り組むこと。

※７　ＩＲ、教学ＩＲ： Institutional Researchの略。高等教育機関において、機関に関する教育、経営、財務情報を含む様々なデータの入手、調査及び分析と管理、戦略計画の策定、機関の教育プログラムの点検・評価
などを実施する機能又は部門。機関情報を一元的に収集、分析することで、機関が計画立案、政策形成、意思決定を円滑に行うことを可能にする。必要に応じて内外に対し機関情報の提供を行う。教学に関する部分は「教
学ＩＲ」と言われる。

※８　一般社団法人大学コンソーシアム沖縄：沖縄県内の大学が、相互に建学の精神を尊重しつつ、有機的連携により教育研究を一層充実発展させ、また産学官の連携により地域社会の活性化と発展に貢献することを目的
として設立された団体

※１　学修成果：プログラムやコースなど、一定の学修期間終了時に、学修者一人ひとりが自ら学びの成果として、知り、理解し、行い、実演できるようになった内容。多くの場合、学修者が獲得すべき知識、スキル、態
度などとして示される「学修目標」「到達目標」と対応するものと考えられる。その際、その目標は、具体的で、一定の期間内で達成可能であり、学習者にとって意味のある内容で、測定や評価が可能なものでなければな
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